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はじめに
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 変化の激しい国際市場において我が国の宇宙産業の競争力を確保するため、技術試
験衛星９号機（ETS-9）では、アウトカムを担う三菱電機と強固に連携しながら、バス技
術および通信技術の開発を進めている。

 新規開発機器における開発課題（4項参照）に伴い2025年度内の打上げが困難な状況
になったことを受けて、開発計画を見直した結果、衛星システムの開発計画を再設定し
て2026年度の打上げ準備完了を目指すこと（4項参照）、及びミッションの意義価値が
維持されていること（3項参照）を確認した。

 アウトカム目標、ミッション要求 ： 変更なし
 開発スケジュール（衛星としての打上げ準備完了）： 2025年度⇒2026年度

 本資料では、計画変更審査により確認された上記の結果についてご報告する。

1. 経緯

2. ミッション概要

3. ミッションの意義価値

4. 開発状況



1. 経緯

3

 技術試験衛星9号機の機能・性能等に関する検討を行うため、総務省、文部科学省を
事務局とした「プロジェクト推進会議」が立ち上げられ、技術試験衛星の開発計画を実
質的に推進するための各種会議が設置された。開発体制及び開発の進め方について
確認された。 （2016年9月第1回開催）

 第34回宇宙開発利用部会（2017年5月9日）において、JAXA プロジェクト移行審査の
結果を報告し、開発フェーズへの移行（事前評価）について宇宙開発利用部会として
審議・了承され、開発に着手した。また、第３回プロジェクト推進会議（2017年5月18日
）においても開発フェーズの移行結果について報告し、了承された。

 2020年8月、市場動向のフルデジタル化の変化を踏まえ、新たな通信ペイロードの提
案を開始。2021年2月、内閣府にて宇宙開発利用加速化戦略プログラムの枠組みが
立ち上げられ、第1回衛星開発・実証小委員会にて戦略プロジェクトとして選定された。
2021年3月、「衛星用の通信フルデジタル化技術開発」を文部科学省から受託した。

 2021年2月、 JAXA計画変更審査を実施し、衛星運用方策の決定及び搭載ペイロード
の追加、通信衛星にかかる最新の市場動向への対応等を踏まえてプロジェクト計画
を見直し、第61回宇宙開発利用部会（2021年6月28日）においてご報告した。

 2023年11月、JAXA計画変更審査を実施し、打上げ時期の変更及び通信実験計画の
設定を踏まえてプロジェクト計画を見直した。

 2024年3月、JAXA詳細設計審査会を完了し、維持設計フェーズに移行した。

 2025年10月、 JAXA計画変更審査を実施し、開発スケジュールの遅延を踏まえてプロ
ジェクト計画を見直した。
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通信ミッション
推進会議

総務省、NICT
利用料課題分担者

衛星アプリケーション
実験推進会議

メーカ、通信事業者、
エンドユーザ、総務省、NICT

衛星システム／通信PL
インタフェース調整会議

JAXA、NICT
衛星システムメーカ、
通信ペイロードメーカ

・次期技術試験衛星の機能性能等の検討
・次々期の技術試験衛星に関する検討
・衛星市場の国際的な動向調査
・衛星通信サービスに対するニーズの調査

衛星システム開発会議

JAXA、衛星システムメーカ

前述のプロジェクト推進会議の体制は以下の通り。

・プロジェクト全体の推進方策の調整
・重要文書（システム・インタフェース

仕様書、手順書等）の制定方針

次期技術試験衛星プロジェクト推進会議
総務省、文科省、内閣府、経産省、有識者

NICT、JAXA、メーカー、オペレーター

次期技術試験衛星プロジェクト連絡会議
総務省、文科省、NICT、JAXA

第34回宇宙開発利用部会 資料34-4（2017年5月9日）
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 我が国の次世代静止通信衛星が 、2020年代の商用世界市場において、一定シェアを
獲得することが、国際競争力強化の観点から求められている。
その次世代静止通信衛星に必要となるバス技術とミッション技術を実証し、我が国の宇
宙産業や科学技術基盤の維持・強化を図ることが技術試験衛星９号機の目的である。

 ETS-9で開発・実証する技術

【衛星バス※1)技術】
• 多数のペイロード※２）機器を搭載できるようにする全電化衛星技術
• ペイロード供給電力の増大に伴う電源系の大電力・軽量化技術
• 電力増大に伴う発熱増大に対応する高排熱技術

【衛星通信技術】
• 通信のフレキシブル化技術※3)

• 通信の大容量化技術（光通信技術の実証・Ka帯マルチビーム給電部） ※3)

• 通信のフルデジタル化技術※4)

(※1) 衛星バス  ：衛星として機能するために必要な機器システム。電源系、姿勢制御系、推進系、テレレメトリ・コマンド系などの機器から構成される。JAXA
が開発を担当。

(※2) ペイロード：衛星のミッションのために搭載される機器の総称。このような機器をミッション機器とも呼ぶ。通信衛星であれば、通信事業を行う通信機器
システムを指す。

(※3) 総務省および情報通信研究機構が開発を担当。

(※4) 第34回宇宙開発利用部会（2017年5月9日）以降の追加項目。宇宙開発利用加速化戦略プログラムとして「衛星用の通信フルデジタル化技術開発」が
採択され、開発を実施。JAXAがNICTと連携して開発を担当。
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項目 主な諸元

打上げ H3-22L

打上げ質量 4.9ton以下

設計寿命 静止化後15年(衛星バス) ペイロードはミッションに応じて設定

発生電力 25kW＠寿命末期 （ペイロード電力20kW以上）

軌道制御 全電化推進システムで、打上げから寿命末期まで軌道制御

搭載ミッション

固定・可変ビーム
光フィーダリンク通信・共通部
静止軌道光学モニタ（GSOM）
フルデジタル通信ペイロード（FDP）

フルデジタル通信ペイロード※1

衛
星

高
さ

：
8.

4m

ホールスラスタ

固定・可変ビーム（総務省）

国産ホールスラスタ

アクティブ熱制御実証システム

光フィーダリンク（情報通信研究機構）

静止軌道光学モニタ（スカパーＪＳＡＴ）

静止ＧＰＳ受信機

共通部通信サブシステム（情報通信研究機構）

太陽電池パドル

他機関開発

JAXA開発

※1 JAXAがNICTと連携して開発



 ETS-9において新規開発した衛星バス技術について、軌道上実証をしなければ得ること
の出来ない知見（微小推力の電気推進による静止軌道投入、等）を獲得し、開発成果に
フィードバックすることで技術開発のPDCAサイクルを回し、技術力を高める。そのために
必要な静止化後3年間を軌道上実証期間と定義し、JAXAが衛星バス運用を実施する。

 また、宇宙空間における稼働実績によって、新規開発したバス技術の信頼性を実績とし
て示すことは、商用市場での高付加価値化を図り、我が国の産業競争力を向上させる観
点から有益である。そのため静止化後4年目以降については、スカパーJSAT社が静止
軌道光学モニタ（GSOM）(※1)による商用事業を実施しつつ、 衛星バスを運用する計画。

 なお、軌道上実証期間（静止化後3年間）においては衛星バス運用に加えて、フルデジタ
ル通信ペイロードを用いた通信実験（ユーザ地球局を含む）を実施し、我が国の通信衛
星の国際競争力強化に資するとともに、様々な分野におけるフレキシブルな衛星通信技
術の活用に必要な知見を獲得する。

2. ミッション概要

7

(※1)静止軌道光学モニタ(GSOM)とは、スカパーJSAT社が静止軌道上の状況把握のために光学カメラを搭載し、周辺の画像を取得する商業事業を実施。
地上からの観測では分からない静止軌道の状況を把握することが目的。



3. ミッションの意義価値
～国際市場の動向分析～
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 変化の激しい国際市場における競争力を確保するため、市場動向・将来予測を継続的
に分析すると共に、プロジェクト移行後のフルデジタル通信ペイロードの追加搭載等、
適時ミッション要求やプロジェクト計画の見直しを図りながら、競争力獲得に向けた取り
組みを強化している。

 最新の将来予測（2024年時点）では、世界的なデータトラフィックの増大を背景に通信衛
星の通信容量需要は、今後10年間で需要が11倍以上になると見込まれている。特に低
軌道通信衛星コンステレーションの台頭により非静止衛星（NGSO）の容量増加が著し
いが、1機の衛星で需要の高いエリアに継続的かつ安定的に大容量回線を提供できる
静止衛星（GEO）の容量も3倍以上の増加が見込まれている。

 地上通信網がアクセスできない航空機、船舶向けモビリティ通信市場が拡大する傾向
が見られる。

衛星通信キャパシティの市場動向予測（2024年時点）
Source: Novaspace 2024 Prospects for In-Flight Connectivity market intelligence report

モビリティ通信市場の需要（2024年時点） 
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～国際市場の動向分析～
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 従来型の放送サービスから多様なデータ通信サービスへと変化する最新の市場に対応す
るには、限られた周波数リソースの最適化や打上げ後の柔軟なサービスエリア変更が必要
であり、通信のフレキシビリティ技術及び大容量化の重要性が高まっている。また、衛星バ
ス技術として実証する全電化衛星技術、大電力技術、高排熱技術は、ニーズに応じて大規
模化する通信ペイロードを搭載可能にする上で不可欠な技術となっている。

 欧州のフルデジタルペイロード搭載衛星は、2026年以降に打ち上げられる予定である。欧
州衛星メーカと伍する時期に新規技術項目の軌道上実績を獲得できれば、国際市場での
認知・評価が向上し、国際市場での競争力向上に向けて成果の最大化が期待される。また
、開発進捗に伴い衛星メーカも商談の増加による受注活動の充実化や事業計画の具体化
を加速させている。

 また、本衛星開発の成果は、我が国の静止衛星技術の維持・発展に寄与することから
政府が調達・運用する衛星の自在性・自律性を高めることに貢献することができる。

 以上のことから、計画変更審査において、ETS-9の開発・実証成果を活用した次世代静止
通信衛星では、最新の市場に対応可能であることから、世界の通信衛星市場に向けた意
義価値は維持されており、ｱｳﾄｶﾑ目標・ﾐｯｼｮﾝ要求も変更は不要であることを確認した。

2017年（プロジェクト移行時点） 2025年（最新）

• 大容量通信衛星システム(HTS）が増加
• 船舶や航空機向けブロードバンドサービスの

ニーズが増加

• LEOコンステレーションの登場
• マルチオービット戦略
• 通信ペイロードのデジタル化（100Gbps級）の進展
• 欧州主要製造メーカの経営統合

HTSとして
• トランスポンダ100本搭載
• 通信容量100Gbps
• 5トン衛星バス（全電化/大電力/高排熱）

HTS-Flex(※1)として
• 通信容量200Gbps、100ビーム
• 通信帯域/領域のフレキシビリティ
• 5トン衛星バス（全電化/大電力/高排熱）

• 10％シェア獲得 • 10％シェア獲得(※2)

市場認識

技術開発
戦略

アウトカム目標

(※1)HTS-Flex：デジタル処理により周波数帯域や通信エリアを柔軟に変更できるHTS、(※2) 国際市場規模は2017年時点では年間20機程度であったが現在では年間7機程度。



3. ミッションの意義価値
～計画変更審査 外部評価実施状況～

【外部評価員】
南山大学 理工学部・理工学研究科・理工学研究センター 梅比良 正弘 教授

 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 白坂 成功 教授

【評価結果】
• 最新の市場動向調査結果から、通信衛星のキャパシティ需要は拡大が見込まれてお

り、ETS-9 の開発実証成果を活用する次世代静止通信衛星が指標とする通信容量や
ビット単価の目標についても、依然競争力を有しており、 ミッション要求及び成功基準
は有効であるため、今回の計画変更は妥当と評価する。

•  「産業競争力」という観点では、相手がある話なので時間軸が重要である。 当初計画
の時期に打上がっていれば、更に大きなインパクトがあったと思われるが、欧州のフル
デジタルペイロード搭載衛星の開発遅延の状況も踏まえ、アウトカム目標は維持され
ていると評価する。更なるスケジュール遅れはアウトカム目標に影響しかねないので、
今のスケジュールをキープできるように頑張っていただきたい。

【参考：評価の観点】
ミッションの意義・価値に与える影響について、以下の観点から評価する。 
• 打上げ目標時期変更※に伴う影響評価について、通信衛星にかかる最 新の市場動向も踏まえ、主にミッションの意義・価値やプ

ロジェクト 目的・目標、ベンチマーク項目及び競争力のある目標値を踏まえた成功基準の観点で整理されており、これらの有効性
は維持されているか。 

• また軌道上実証時期の変更を踏まえても、アウトカム目標「産業競争力の強化」の達成見込みは維持されているか。 
※通信衛星にかかる最新の市場動向や、我が国の産業競争力の強化の 観点を踏まえ、開発成果の価値を減ずることなく実証可
能となる打 ち上げ時期を目標として設定する。

10



4. 開発状況

開発課題への対応

 2024年度に、クリティカルパスとなっていたアクティブ熱制御系サブシステム（ATCS）(※1)に

おいて、海外ベンダにおける製造遅延が発生し、システム引渡し時期が遅延した。
この影響に伴いシステム搭載作業の組み換えが発生し、システム工程も遅延した。

 プロジェクト計画見直しの結果、2026年度内に衛星の打上げ準備を完了するようシステ
ム工程を再設定した。遅延していたATCSについても製造・試験を完了してシステムに引
き渡し済みであり、再設定したシステム工程を維持して開発を進めている 。

11

(※1)アクティブ熱制御系サブシステム（ATCS）とは、フルデジタルペイロードの排熱量の増大に伴い、従来のパッシブ熱制御方式では膨大な連結ヒートパイプ

の実装が必要となり限界があるため、メカニカルポンプにより二相流を制御し、冷媒の蒸発潜熱を利用した熱制御技術。

After FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026
ﾏｲﾙｽﾄｰﾝ

衛星ｼｽﾃﾑ

地上ｼｽﾃﾑ

▲
打上げ準備完了

▲基本設計審査▲開発着手 ▲詳細設計審査▲ﾌﾙﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ
    ATCSの開発着手

概念設計 基本設計 詳細設計

追跡管制整備・運用準備

Before FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 FY2026
ﾏｲﾙｽﾄｰﾝ

衛星ｼｽﾃﾑ

地上ｼｽﾃﾑ

▲
打上げ準備完了

▲基本設計審査▲開発着手 ▲詳細設計審査▲ﾌﾙﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信ﾍﾟｲﾛｰﾄﾞ
    ATCSの開発着手

概念設計 基本設計 詳細設計

追跡管制整備・運用準備

維持設計・製造・試験

維持設計・製造・試験



4. 開発状況

 2024年8月筑波宇宙センターにて、世界的にも先例が限られている衛星システムレベル
での推進系噴射試験を実施し、良好な結果を得た。これにより全電化衛星技術におけ
る重要なマイルストーンを達成した。

 2025年5月から三菱電機 鎌倉製作所にて、システムプロトフライト試験を本格的に開始
し、これまでに初期電気試験、機械環境試験を完了。今後、熱真空試験、最終電気試
験、電波暗室試験等を実施し、2026年度に衛星として打上げ準備を完了する計画。

 また、打上げに向けて各地上システムの整備及び運用準備を進めており、フルデジタル
通信ペイロードを含む各ペイロードの通信実験に向けた検討・準備についてもNICTと連
携して着手しているところ。

12

太陽電池パドル展開試験

バス系ホールスラスタ噴射

振動試験システム噴射試験

国産ホールスラスタ噴射

音響試験
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